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議案第３９号関係資料 

 

御殿場市火入れに関する条例の改正概要 

 

1 改正趣旨 

林野庁では、令和７年２月に発生した大船渡市林野火災を受けて、消防庁と共同で

「大船渡市林野火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会」を開催し、  

報告書を取りまとめました。 

これを受け、御殿場市・小山町広域行政組合火災予防条例の一部が改正され、林野 

火災注意報及び林野火災警報の運用が開始されました。 

このため、御殿場市火入れに関する条例において、林野火災注意報及び林野火災警報

が発表された際の対応を明記するとともに、地域の防災体制を万全とするため、乾燥 

注意報についても明記することにより、気象条件に応じた適切な対応を強化し、安全対策

をこれまで以上に充実させます。 

 

２ 改正内容 

火入れの中止要件（条例第１５条関係） 

現行 改正後 

・強風注意報 

・暴風警報 

・火災警報 

 

・強風注意報 

・暴風警報 

・火災警報 

・林野火災注意報 

・林野火災警報 

・乾燥注意報 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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議案第４０号関係資料 

 

玉穂地区屋内プール機械設備改修工事の概要 

 

１ 事業の経緯 

玉穂地区屋内プールは平成１１年の竣工から２７年が経過しています。施設の特性上、

設備面での劣化が進行しやすく、定期的な改修が必要となります。 

こうした状況を踏まえ、施設の機能維持及び長寿命化を図ることを目的に、令和 

５年度に修繕年次計画を策定し、計画に基づき改修、修繕等を実施しています。 

本工事は、修繕年次計画に基づき、機械設備の改修工事を実施するものです。 

 

２ 工事の概要 

(1) 建 設 工 事 名  玉穂地区屋内プール機械設備改修工事 

(2) 建設工事箇所  御殿場市 茱萸沢 地内 

(3) 完 成 期 限  令和１０年３月１７日 

(4) 改修工事内容  浄化槽設備更新、ろ過設備更新、空調設備更新、 

自動制御設備更新等 

(5) 施 設 の 休 館  令和９年１０月から令和１０年３月まで（６か月間）を予定 

 

３ 施設の概要 

(1) 施 設 名 称  玉穂地区屋内プール（ふれあいプール玉穂） 

(2) 竣 工 年  平成１１年５月 

(3) 構 造 ・ 規 模  鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

(4) 階 数  地下１階、地上２階 

(5) 床 面 積  ４,１０４.６８㎡ 

(6) 建 築 面 積  ２,７０２.９８㎡ 

(7) 主 要 諸 室  地下１階：作業員休憩室、機械室 

１階：プール、会議室、ロッカー室、シャワー室、事務室 

２階：トレーニング室、会議室、職員休憩室 

(8) 敷 地 面 積  ８,４８７.５５㎡ 
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議案第４１号関係資料 

 

防災行政無線施設（戸別受信機）の取得について 

 

１ 事業の概要 

  市では、住民に対し防災行政無線の戸別受信機を貸与し、演習場利用計画、防災・

災害情報、市からのお知らせ等の周知を図っていますが、現在貸与している受信機の

多くは平成２６年度から順次設置してきたものであり、耐用年数を超過し故障等が

多数発生していることから、速やかに更新を図るため、４００台の戸別受信機を導入 

するものです。 

  今年度は、令和１１年度完了予定の既存戸別受信機の更新期間６年間のうち、３年目

に当たるものです。 

 

２ 令和８年度事業の概要 

(1) 事業名  防災行政無線（戸別受信機）設置事業 

(2) 事業費  ２６，７３０，０００円（防衛８条補助金７５％） 

(3) 納 期  令和９年３月１９日 

(4) 内 容  防災行政無線施設（固定系）、いわゆる同報無線について、 

更新用及び新規設置者用の戸別受信機４００台を購入する。 
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戸別受信機の取得に係る契約概要 

 

１ 総合性能 

 (1) 構   造 ： 据置き型又は壁掛型 

 (2) サ  イ  ズ ： １６０×１０６×４２ｍｍ 

 (3) 重   量 ： 約３７０ｇ（ＡＣアダプター、乾電池含まず） 

 (4) 電   源 ： 商用電源 ＡＣ１００Ｖ±１０％、ＡＣプラグ 

                       電池電源 公称ＤＣ５．２Ｖ 

 (5) 消 費 電 力 ： ５Ｗ以下（ＡＣアダプタ） 

 (6) 使 用 電 池 ： 単１アルカリ乾電池２本 

 (7) 電 池 動 作 ： 放送５分、待受け５５分にて１２０時間以上 

 (8) 乾 電 池 ： 電池電圧低下を検出した場合、本体前面の電源ランプが 

   ア ラ ー ム      緑色から赤色に変わること。 

 (9) 内   部 ： 最大出力０．５Ｗ  

   ス ピ ー カ ー   乾電池動作時：最大出力０．１Ｗ 

  

２ 無線系条件 

(1) 受 信 周 波 数 ： ５５．２６１２５ＭＨｚ、６１．２２３７５ＭＨｚ 

             ５９．４０１２５ＭＨｚ、５６．９３３７５ＭＨｚ 

             ５９．４６８７５ＭＨｚ 内１波 

(2) 変 調 方 式 ： ＱＰＳＫ 

(3) 受 信 感 度 ： ＢＥＲ１×１０－２（スタティック）にて－２ｄＢμＶ以下 

 (4) ス プ リ ア ス ： ５３ｄＢ以上 

   レ ス ポ ン ス 

 (5) 隣接チャンネル ： ４２ｄＢ以上 

   選 択 度 
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議案第４２号関係資料 

 

御殿場市の特定の事務を取り扱う郵便局の指定について 

 

１ 概要 

  マイナンバーカードに搭載されている電子証明書は、交付から５年ごとに更新手続が

必要となるため、令和９年度は更新対象者が大幅に増加する見込みとなっています。 

現在、更新手続ができる窓口は、市役所市民課及び駅前サービスセンターの２か所のみ

であることから、市民サービスの向上と窓口の混雑緩和を図るため、地方公共団体の 

特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（以下「法」という。）第３条第１項

の規定により、市内にある郵便局４局へ事務を委託するものです。 

  なお、郵便局へ事務を委託するためには、法第３条第３項の規定により、市議会の 

議決が必要となります。 

 

２ 指定する郵便局  

市役所市民課、駅前サービスセンターの所在する御殿場地区以外の郵便局を対象に、 

専用回線等の整備が比較的容易であり、年度内に業務開始が可能な郵便局を選定しました。 

Ｎｏ. 郵便局名 所在地 

 １ 神山郵便局 御殿場市神山１８０５番地の７ 

 ２ 御殿場原里郵便局 御殿場市保土沢１１５７番地の８７８ 

 ３ 御殿場森之腰郵便局 御殿場市川島田５３２番地の１ 

 ４ 高根郵便局 御殿場市六日市場６０番地の１ 

 

３ 指定する期間  

令和９年２月１日から令和１０年３月３１日まで 

※指定する郵便局や委託する事務に変更を生じるときは、その都度、市議会の議決

を求めます。 

 

【参考】地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（抜粋） 

（郵便局の指定等） 

第３条 地方公共団体は、前条各号に掲げる事務を郵便局において取り扱わせようと 

するときは、次に掲げる基準に適合する郵便局を指定するものとする。 

３ 地方公共団体は、前項の規定による協議が調い、第１項の規定により郵便局を指定

しようとするときは、あらかじめ、当該地方公共団体の議会の議決を経なければ 

ならない。 
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４ 委託する事務 

(1) 電子証明書の発行・更新 

(2) 暗証番号の初期化 

 

５ 年間取扱件数（見込み）  

４，０００件（４件／日×２５０日×４局）（令和９年度） 

※市全体の電子証明書の更新見込件数：２０，０００件 

 

６ 市民への周知  

市ホームページ、広報紙、同報無線、マイナンバーカードコールセンター等に加え、

郵便局でのポスターの掲示、チラシ配布等、郵便局を活用した周知を行います。 

 

７ 今後のスケジュール 

令和８年 ９月～１２月 

市議会での郵便局指定の議決・９月補正予算の議決 

日本郵便株式会社と契約締結 

専用回線の敷設、端末等の設置 

令和９年 １月 

郵便局員の研修（各局２名予定） 

市民への周知 

（市ホームページ、広報紙、郵便局での広報等） 

２月 郵便局での手続開始 
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議案第４３号関係資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線名 起点 終点 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

1681 号線 御 殿 場 市 新 橋 4 6 8 番 1 地 先 御 殿 場 市 新 橋 4 6 8 番 1 地 先 2.00～2.80 44.78 
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 起点 終点 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

3421 号線 御 殿 場 市 大 坂 5 1 番 4 地 先 御 殿 場 市 大 坂 5 1 番 4 地 先 2.60～3.00 35.00 
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 起点 終点 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

4209 号線 御 殿 場 市 川 島 田 8 8 8番 2地 先 御 殿 場 市 川 島 田 8 8 8 番 2地 先 2.40～5.30 49.78 
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議案第４４号関係資料 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線名 起点 終点 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

2221 号線 御 殿 場 市 新 橋 1 3 5 3 番 6 地 先 御 殿 場 市 新 橋 1 3 5 3 番 3 地 先 5.00～6.00 35.00 
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路線名 起点 終点 幅員（ｍ） 延長（ｍ） 

6200 号線 御 殿 場 市 印 野 1 5 5 7 番 8 地 先 御 殿 場 市 印野 1 5 5 7 番 1 9地 先 6.00～6.00 90.62 
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同意第５号関係資料 

 

御殿場市教育委員会委員候補者経歴概要 

 

氏 名  遠藤 マリ（えんどう まり） 

 

住 所  【略】 

 

生 年 月 日  【略】 

 

学 歴  【略】 

 

職 歴  【略】 

【略】 

【略】 

【略】 

 

公 職 歴  【略】 

【略】 

【略】 

【略】 

【略】 

【略】 

【略】 

 

所 属 政 党  【略】 
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報告第１１号関係資料 

 

御殿場市営住宅に係る建物明渡等の請求に関する訴えの提起について 

 

１ 訴訟の概要 

市では市営住宅家賃の滞納解消に向け、債務者に対して督促状の発送、個別の指導等を

実施しています。しかし、入居者が所在不明になるケースがあり、家賃滞納が解消できない

だけでなく、その所有物が残置物となり、市営住宅の管理上支障を来しています。 

このようなことから、適切な市営住宅の管理を実施するため、民事訴訟法第１３４条 

第１項の規定により、所在不明の入居者等に対し、建物の明渡し及び滞納家賃の支払を 

求める訴えを提起します。 

 

２ 相手方 

・ 氏 名  【略】 

・ 入 居 住 宅  【略】 

・ 入 居 期 間  令和３年６月１日から現在まで 

・ 滞 納 金 額  ３３９，２００円 

・ 滞 納 期 間  令和７年１２月から令和８年７月までの期間の内８か月 

・ 残置物の状況  住宅内の所有物 

 

３ 訴訟の効果 

(1) 明渡し請求の判決が確定することで、残置物を処分するための強制執行の申立てが

可能となります。 

(2) 滞納家賃の支払い請求の判決が確定することで、債権差押え等の強制執行の申立

て可能となります。 
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